
（記入上の注意）

１．ＮＯには群落の表示番号を記入する。

２．群落名：当該調査地の植物群落名を記入する。

　　高木層の優占種と低木層（または草木層）の優占種とを

　ハイフンでつないであらわすのが望ましい。例えば、ブナ

　ーチシマザサ群落、またはブナーチシマザサーミヤマカン

　　スゲ群落などとなる。

３．調査地：府県、市、町村名は必ず記入し、加えて宇、河

　川、沢、山地名などの記入は５万分の１地形図上の名称を

　なるべく採用する。

４．図幅：　５万分の１地形図名を記入する。なお調査地の位

置を明らかにするため地形図を右の 上 左 上 右

ように４等分して該当する上下左右 上 左 下 右

の箇所を〇で囲む。

５．海抜：近くの三角点、水準点、独標点などで更正した携

　帯用高度計で測定する。やむをえない場合は５万分の１地

　形図上で推定する。１０mのケタまで記入する。

６．方位：調査区が面している方向をクリノメータで測定し、

　Ｎ２２゜Ｗのように記入し、ＮＮＷという表現はできるだけ



　さける。

７．傾斜：調査区斜面のほぼ平均とみられるところをクリノ

　メーターで測定する。

８．面積：縦×横 mで表現する。調査区の面積は少なくとも

　最小面積の２倍以上の面積をとることがのぞましい。

９．出現種数：各層の種数の和から、２つ以上の階層に出現す

　る種類の重複分を差引いたものを記入する。

１０．地形：調査区の位置する地形区分を〇で囲む。斜面上に

　ある場合は斜面主方向にそって上中下区分と凸凹別で表現

　する　（凸凹のない場合は凸凹チュックなしとする）。傾斜

　５゜以下である程度広がりをもつ場合は平地とするが、谷底

　平地とは区別すること。

　　谷底平地は谷と平地をダブルチェックして表わす。

１１．土壌：該当する土壌型名を〇で囲む。調査表内の略称は

　つぎの土壌型を表わしている。ポド性－ポドゾール性土、

　褐森――褐色森林土、赤――赤色土、黄－黄色土、黄褐

　森――黄褐色森林土、アンド――火山灰土壌（黒色土壌）、

　グライ――グライ土、擬グライ――擬グライ土、沼沢――

　沼沢土、沖積――沖積土、高湿草――高山湿草地土、非固



　岩屑――非固結岩屑土、固岩屑――固結岩屑土、水面下―

　―水面下土壌、その他

 １２．風当・日当：調査区をとりまく地形的特徴に注意し、遮

　　蔽物の有無や樹形の変化などにも留意してチェックする

　　（〇で囲む）。

　１３．土湿：乾とは土塊をにぎって湿りを感じない場合、適と

　　　は湿りを感じ、湿とは水が出るがたれない。過湿とは水が

　　　したたる場合、としてチェックする。

　１４．階層：独立または比較的独立した植物層（葉群層）を一

　　　つの階層とし、自然の階層を映し出すように把握する。森

　　　林の場合階層は基本的にはＴ１高木層、Ｔ２亜高木層、Ｓ低

　　　木層、Ｈ草本層、Ｍコケ層の５層に分かつ。低木層及び草

　　　本層が更に細分可能の場合は各々に第１、第２またはＳ－

　　　１、Ｓ－２、Ｈ－１、Ｈ－２を区分して記入する。そのた

　　　めＳ、Ｈには余白を設けてある。草本の場合には草本層は

　　　上層と下層に分けられる。その他の区分を必要とする場合

　　　には適宜工夫する。低木林の調査では高木層と亜高木層の

　　　欄は空白となる。

　１５．優占種：各階層の優占種の植物名を記入する。同一の階

　　　層に優占種が複数のときは少なくとも二種類を記入する。



　１６．高さ：各階層の葉群層の上限と下限の高さを記入する。

　　　例えば８～１５mのように上限は～の右側に書く。コケ

　　　層は上限だけで足りる。

　１７．植被率：各階層毎の植被率（種類別の被度ではなくその

　　　階層全体としての植物被覆の割合）を百分率で判定して記

　　　入する。

　１８．胸径：胸高直径は高木層および亜高木層に限り、各層の

　　　最大胸高直径のもののみを測定して記入する。

　１９．種数：組成表から数えだして各階層ごとに記入する。し

　　　たがって各層で同じ種類（例えば高木性の種など）が重複

　　　して数えられることもある。

　２０．調査者：直接調査を行なった人をもれなく記入すること

　　　がのぞましい。責任者には〇印をつけておくこと。

　２１．組成表について：調査区内の種類組成、階層、優占度ま

　　　たは被度、群度、活力度および芽生えについて記入する。

　　　表中のＳ欄は階層、Ｄ・Ｓ欄は優占度または被度と群度、

　　　Ｖ欄は活力度、ＳＰＰ欄は種名をそれぞれ記入する。記入

　　　の要領はつぎの通りである。



　　（Ｓ）階層：Ｔ１、Ｔ２、Ｓ－１、Ｓ－２、Ｈ、Ｍのように

　　し、種類のリストはＴ１（高木層）からはじめて、順次下

　　層にいたる。

　　（Ｄ・Ｓ）優占度または被度と群度：種の優占の度合を判

　　定するには下記の　Ｂｒａｕｎ－ＢＩａｎｑｕｅｔ　法による優占度

　　一被度と数度（推定的個体数）の組み合せによる測定法を

　　用いる。

　　　ｒ　………　ごくまれに出現

　　　＋　………　少数で被度は非常に低い

　　　１　………　多数だが被度は低い、あるいは少数だが被度は

　　　　　　　　　やや高い

　　　２　………　非常に多数　（ただし被度は１／１０以下）あるい

　　　　　　　　　　　　　　は被度が１／１０～１／４　（ただし個体数は任意）

　　　３　………　被度が　１／４　～　１／２　で個体数は任意

　　　４　………　被度が　１／２　～　３／４　で個体数は任意

　　　５　………　被度が　３／４　以上で個体数は任意

　　　また群度はつぎの記号で記入する。

　　　１　………　単生する

　　　２　………　群状または叢状に生育する。

　　　３　………　斑状に生育する　（小斑あるいはクッション）

　　　４　………　小さいコロニーをつくって生育するか、あるい

　　　　　　　　　はまた大斑かじゅうたんを形成する。



　　　５　………　大群をなす

　　　この（Ｄ・Ｓ）欄の記載にあたっては優占度（または被度）

　　を先にし群度をつぎに記す。例えば４・２のようにする。

　　＋・１の場合は単に＋とのみする。高木層を占める種の群度

　　については調査区外をも概観して評価する。例えば全山が

　　ブナでおおわれているがたまたま調査区内にブナが１本で

　　ある場合は５・１とせず５・５とする。

　　（Ⅴ）活力度と芽生え：群落内における種個体の生活力

　　により重点をおいた　Ellenberg や Knapp　の方式にした

　　がいつぎの記号で記す　（略してもよい）

　　　〇〇　………　極めて生育不良でほとんど果実や種子を生じな

　　　　　　　　　　い

　　　　〇　………　生育不良

　　　無印　………　生育普通

　　　なお、芽生えである場合にはこの欄にＫの記号を記す。

　　また開花している（ｆｌ）、果実や種子をつけている（ｆｒ）

　　場合にも、それぞれの記号をこの欄に記しておく。

２２．植生断面図：植生調査を実際に行なわれた植分と、その

　　立地条件との関係を具体的に表現する手段として植生断面

　　の図化は重要である。また地形に対応した群落構造とその

　　配分を概観する手がかりとなる。

　　　したがって、図化には地形に対応した植生配分模式図

　　（図１）と、具体的な対象植分自体の群落断面模式図（図



　　２）の２通り画く　（おもてに空白がない場合には裏面に画

　　く。）



＜別紙４＞

報　告　書　作　成　要　領

１．規　　　　格

　　Ｂ５版、左とじ、横書きとする。

　　印刷は、タイプ印刷程度とする。

２．表紙及び背文字

　　表紙（及び裏表紙）は松葉色、厚さは２１５Ｋｇ（レザッ

　ク６６程度）とし、様式は下図によるものとする。



３．配　　　　列

　　報告書における各項目の配列は以下のとおりとする。

　（１）目      次            

　（２）調  査  概  要            

　（３）調査対象地域図            

　（４）凡  例  解  説            

　（５）植 生 調 査 表 （または組成表）            

　（６）資 料 リ ス ト            

　（７）調査担当者名簿            

４．調査概要

　　調査地域の範囲、調査の実施方法等の概要について簡潔

　に記載する。

５．調査対象地域図

　　植生調査の対象となった地域（植生図化された１／５万

　地形図名）を示すため、次の例のように地図番号図を作成

　し、調査対象地域図とする。

　　なお、植生図化された１／５万地形図の図葉は斜線（

　　　　）を入れて示す。





６．凡例解説

　（１）当該都道府県において使用されたすべての凡例につい

　　　て、その植物群落の相観、立地条件、主要な構成種、県

　　　内における分布、保全上の留意事項等その群落の特徴を

　　　簡潔に記載する。

　（２）別表「植生凡例一覧表」に示す以外の凡例の場合は、

　　　別表に示す凡例との対応関係を必ず明らかにしておくこ

　　　と。

　（３）凡例解説の掲載は、表示番号の順とする。

　（４）凡例解説の際に、当該植物群落の特徴を示す写真、植

　　　生断面模式図及び植生配分模式図等があれば、適宜掲載

　　　してさしつかえない。





７．植生調査表（または組成表）

　（１）調査の結果まとめられた植生調査表（または組成表）

　　　は一括して掲載する。

　（２）掲載は、次の順とする。

　　　ア、表目次（様式は次の例による）

　　イ、植生調査表（または組成表）

　　　　掲載は原則として表示番号の順とし、次の例を参照

　　　すること。









８．資料リスト

　　当調査で使用した文献、資料等について次の表にならい

　とりまとめる。

９．調査担当者名簿

　　当調査に実際に従事した者全員の所属、氏名、分担分野

　を次の表にならいとりまとめる。



１０．奥　付　け

　　　奥付けの様式は下図によるものとする。



＜別紙５＞

現存植生図帳作成要領

１．表紙及び裏表紙

　　表紙は、国土地理院発行の１／５万地形図の大きさとし、

　表紙の色、厚さは報告書に準ずる。様式は下図によるもの

　とする。

　　裏表紙は厚手のボール紙を使用する。



２．配　　　　列

　　配列は以下の順とする。

　（１）表　　　　紙

　（２）調査対象地域図

　（３）〇〇県植生凡例一覧表

　（４）現存植生図（地図番号の順とする。）

　（５）裏　表　紙

３．○○県植生凡例一覧表

　（１）当該県において使用した凡例の「一覧表」を作成する。

　（２）「一覧表」には、１／５万地形図と同じ大きさのケン

　　　ト紙を使用する。

　（３）「一覧表」に掲載する凡例は表示番号の若い順とする。

　　　（つまり、別表「植生凡例一覧表」のコード番号の若い

　　　順とする。）

　（４）「一覧表」に、凡例を掲載する際は次の様式によるも

　　　のとする。





（資料６）

第２回自然環境保全基礎調査植生調査

 集計整理作業実施要領

１．業務の目的

　　第２回自然環境保全基礎調査実施要綱に基づき昭和５４

　年度に実施された植生調査結果を整理し、各種集計やメッ

　シュ分布図、自然度メッシュ図等の作成を行い、我が国の

　植生の状況について考察する。

２．この業務は国がアジア航測株式会社に委託して実施する

　ものとし、業務の実施場所は主として同社内とする。

３　業務の内容

　（１）植生調査報告書内容等の点検・整理

　　　　植生凡例解説３－（６）の作成に先立ち、環境庁の貸与す

　　　る植生調査報告書の記載状況内容について記載漏れ、誤

　　　記等の有無を点検し、修正する。

　（２）自然公園、保全地域区域図の移写

　　　　環境庁の貸与する資料より、自然公園、保全地域の区

　　　域を国土地理院１／５万地形図に移写し、これと植生図

　　　原図とを対照し、公園、保全地域ごとの植生図作成状況

　　　を把握する。

　（３）メッシュ読み取り、コーディング



　　調査域を標準メッシュに分割し各メッシュ中央５ha 円

　において優占する植物群落を読み取り、環境庁の貸与す

　る植生凡例一覧表に基づき、対応する自然度とともにコ

　ーディングシートに記入する。又、メッシュが自然公園

　保全地域に該当する場合は、そのコードを環境庁の貸与

　するコード番号一覧に基づきコーディングシートに記入

　する。

　　コーディングシートに記入する事項は次のとおりとす

　る。

　ア．県コード

　イ．地図番号

　ウ．標準メッシュコード

　エ．群落コード

　オ．植生自然度

　カ．自然公園、保全地域コード

（４）磁気テープへの収納と内容の点検

　　（３）の作業によって得られた情報を磁気テープに収納す

　　るとともに、入力した情報をすべてプルーフリストに出

　　力し、情報が正しく入力されたか点検する。

（５）群落分布メッシュ図、各種集計表の作成

　　ア．群落分布メッシュ図等

　　　（２）の作業結果に基づき、植生調査の行われた自然公

　　　園、保全地域のうち環境庁の指示する地域及びその他

　　　必要と認める地域の分布メッシュ図を（４）により作成し



　　　た磁気テープともに電算機により出力する。

　　イ．各種集計表

　　　　さらに次に示す図表を、（４）による磁気テープ及び国

　　　土数値情報をもとに出力する。

　　　①　行政区分別（全国、地方ブロック、県別）群落出

　　　　現状況表（出現群落リスト、群落別出現比率）

　　　②　自然公園、保全地域別群落出現状況表及び群落、

　　　　自然度別メッシュ数

　　　③　緯度別（　　間隔）群落出現状況表

　　　④　主要群落の出現範囲（緯度、経度、緯度一標高、

　　　　行政区分）及び出現比率

（６）主要群落の凡例解説の作成

　　　環境庁の貸与する植生調査報告書と上記図表に基づき

　　主要な群落５０～６０種を選定し、凡例解説を作成する。

　　　凡例解説においては次の点について言及するものとす

　　る。

　　ア．分　布（範囲、分布の中心、特徴など）

　　イ．種組成（範囲、優占種、特徴など）

　　ウ．相　観

　　エ．その他環境庁が必要と認める事項

（７）考　　察

　　上記（１）～（６）の成果を踏まえ、我が国の植生の状況につ

　いて考察する。



４．業務の実施方法

　（１）進捗状況の報告

　　　　受託者は作業の進捗状況について環境庁担当官に定期

　　　的に（月１回程度）報告するものとし、さらに各作業ス

　　　テップの完了時には作業に支障のない範囲で成果品等の

　　　提示を行い、指示を受けること。

　（２）マイクロフィルムの作成

　　　　作業に使用する植生図（１／５万）原図の破損、紛失

　　　による情報の消失を防止するため、予めマイクロフィル

　　　ムを作成し保管しておくものとする。

５．業務の実施期間

　　この業務は昭和５６年３月３１日までの間に行うものと

　する。

６．報　　　　告

　　受託者は業務の結果を次によりとりまとめ、昭和５６年

　３月３１日までに支出負担行為担当官環境庁自然保護局長

　あてに提出するものとする。

　（１）報　告　書　　　　２００部（別紙要領による）

　（２）植生関連情報磁気テープ　　　　　　　　　　　　１式

　（３）プルーフリスト

　（４）１／５万自然公園、保全地域区域図　　　　　　　１式

　（５）マイクロフィルム　　　　　　　　　　　　　　　１式



（資料７）

地域メッシュコード      （C6304-1976）

（Grid Square Code）

　日本工業規格では、データ処理機械（以下、機械という。）

を用いて機械と機械、機械と人との間で情報を交換する場合

の経緯度法による地域メッシュコードについて次のように規

定している。

　地域メッシュという用語の意味は、地域に関する情報を表

示するための単位として、全国の地域を対象に、地理学的経

緯度に基づいて設定した正方形に近い小区画をいう。

　地域メッシュには、基準地域メッシュ、基準地域メッシュ

を分割した分割地域メッシュ及び基準地域メッシュを統合し

た統合地域メッシュの３種類があり、本調査では、このうち

基準地域メッシュを用いて調査を行なった。

　基準地域メッシュは、次に定める方法により作成する。

　１．全国の地域を１度ごとの経線と偶数緯度及びその間隔

　　を３等分した緯度における緯線とによって分割して第１

　　次地域区画（２０万分の１地勢図の区画に相当する区域）

　　を作る（図１）

　２．第１次地域区画を経線方向及び緯線方向に８等分して

　　第２次地域区画（２万５千分の１地形図の区画に相当す

　　る区域）を作る（図－２）

　３．第２次地域区画を経線方向及び緯線方向に１０等分し

　　て第３次地域区画（約１平方キロメートル区画に相当す



　　る区域）を作り、これを基準メッシュとする（図－３）

　基準地域メッシュのコードの構成は次のように定められて

いる。

　基準地域メッシュコードは、次に定める第１次地域区画、

第２次地域区画及び第３次地域区画を示す数字をこの順に組

み合わせたものとする。

　４　第１次地域区画を示す数字は、区画の南端緯度を１.５

　　倍して得られる度数を示す２けたの数字及び西端経度を

　　示す数字から１００を減じて得られる２けたの数字をこ

　　の順に組み合わせた４けたの数字とする。（図１）

　５　第２次地域区画を示す数字は、第１次地域区画を経線

　　方向及び緯線方向に８等分して得られる各区画に、経線

　　方向については南から、緯線方向については西から、そ

　　れぞれ０から７までの数字を付け、これを経線方向に付



　　けた数字、緯線方向に付けた数字の順に組み合わせた２

　　けたの数字とする。（図２）

　６　第３次地域区画を示す数字は、第２次地域区画を経線

　　方向及び緯線方向に１０等分して得られる各区画に、経

　　線方向については南から、緯線方向については西から、

　　それぞれ０から９までの数字を付け、これを経線方向に

　　付けた数字、緯線方向に付けた数字の順に組み合わせた

　　２けたの数字とする。（図３）
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